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コ ス ト の
見 直 し

昨年度の評価結果及び上記評価による、今後の業務の進め方

建設工事の入札・契約制度については、埼玉県市町村会における公共調達改革に沿って進めていく。
所沢市公共調達改革に基づき､平成21年度までに電子入札については全面導入､一般競争入札についても設計金額１０００万円以上の案件については
原則全面導入を目標とする｡

見直しの必要性

平成２０年度末

今期目標項目（何を）

契約課長　三上　昌美

評
価

≪会計種別≫ 一般会計

事業費合計 37,461

人 34,500正規職員人件費 3.75

℡ 2998-9058

財務部 契約課

平成 20
①事務事業名 担

当
部
課

事業コード

020301

年度事務事業評価表（内部管理業務用）
部課コード

工事契約事務

020300

9252

0

単位

件

件
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（人）

106.5

（ 0.20 人）

人 33,065

36,107

（

4,472

（千円）

人）

18

3,042

人） （含む人件費（嘱託職員）（臨時職員）

2,961

年度

年度

平成19年度中に改善した点

電子入札を９１件実施し､平成１８年度と比較して３９件増加しました｡また､一般競争入札については２０件実施しました｡

コストの見直し
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実施過程の見直し 大きい

平成 （千円）年度
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平成 19 件
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件
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3,347

（千円）平成 20

市が発注する建設工事

業務の具体的な内容及び実施方法

決　　　算　（見込み含む）

対象数

3,350

成果分析
設計金額1000万円以上
の工事（９６件）における
一般競争入札実施率

一般競争入札

当初予算

210

市民一人当たり（単位：円）

実施件数

実施件数
活動実績

　

110.9

計算方法

電子入札

Ｈ 18 Ｈ
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将来目標
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Ｈ20見込み

現状どおり

1
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増額

％

平成２０年度末

減額

業務を進めていくうえでの課題

現在、埼玉県電子入札共同システムに参加し、電子入札を実施していますが、実施に際して当市の契約管理システムと電子入札共同システムのデータ
の連携が現状では難しい部分もあり、電子入札件数の増加に対応可能な新たな契約管理システムを開発する必要がある。

設計金額１０００万円以上の案件における一般競争入札の執
行率

５０％以上

終了

電子入札の執行率 ８０％以上

ほとんどな
い

50

0 20.83 実績値の拡大を図る1
実績値の縮小を図る2
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工事契約担当

小
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③
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費

平成

3.55

④
指
　
　
　
　
　
標

項目名

評価日 平成20年5月19日 記入者職氏名

（設計金額1000万円以上の工事における）

一般競争入札実施件数／全入札件
数

評価理由及び対応策

人件費以外の支出がほとんどないため。

入札・契約事務は、地方自治法等の諸規定に基づく事務のため省力化等の見直しが少ない
ため。

平成20年度
における目
標設定

時期（いつまで）達成水準（どこまで）

対象（誰を、何を対象としているのか）

3222 3261

単位
平成 18 年度

①各担当課（所）から建設工事の契約手続きの依頼を受け、地方自治法等の諸規定に基づき、入札契約事務を行なう。
②入札の透明性の確保・競争性の促進を図るため、原則として現場説明会省略方式とし、電子入札、一般競争入札による入札方法も適用している。
③平成２０年度においては一般競争入札をさらに推進し、設計金額１０００万円以上の案件については５０％以上の執行を目標とする｡

総合計画の体
系

目的（何のために行うのか、具体的に）

市が発注する建設工事について、透明性・公平性・公正性及び競争性を確保し、適正な入札契約事務を行なう。

事務事業見直しの推進

行政改革大綱における行動計画への位置づけ
ｺｰﾄﾞ

入札制度等の見直し
ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ

⑥環境基本計画 本事業の左記計画における位置づけ・・・ 無し 計画ｺｰﾄﾞ
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ほとんどない大きい 少ないH

20年度予算の方向性 現状どおり 増額 減額 終了


